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インド世論研究所の世論調査

The Indian Institute of Public Opinion, Public Opinion Surveys. 

まえがき

インド世論研究所は，調主およびレフプレンス前助と

経済疏間前助（ARescach ancl reference service, Eco-

nomic consultancy service）党主として行なっているも

ので，調査およびレフプレンス活動は，実栄昂lの必要と

する完全な資料を提供することを目的としている。この

研究所からは，現存.3租iの雑誌が発行されている。これ

らの雑誌の内号室はすべて世論調査を基礎止したものであ

り，その配布は会員制によって行なわれている。会員の

中にはインド政府各省の経済閣係業務担当者やインドの

指噂的実梁家が多く合まれており，これらの人びとの会

民で判読t日がまかなわれている。この調立はインドの1:j:1
で最も信制度の高いものといわれているb

研究所は NewDelhiにあり，その所長は E.P.W.lla 

Costaで，出版者は S.P. Chopraである。

研究所のII-¥している 3磁の雑誌について附J]i.にふれて

おこう。

Tlzc Quσrtcrly Economic Report. 19541[:-4月；向。

この内容は！止i論調査の結＊を誌備にしてインドの経済

事情を分析し，将来の予測をたてることを目僚としたも

のであり，イン 1：の投入産出合l・itffi諜（input-outputpro. 

jection：；）の作成などのような重要な総許ll日JWととりくん

でいる。

Monthly Statistical Commentary. 1959年.8月刊。

これはインド世論調査研究所のEconomicconsultancy 

serviceが中心となって， 被雑なインド官庁統計の解説

をしたものである。

Monthly’Public Opinion Surveys. 19551手8月・（；llo
これはWe::;LBenga], Delhi, Trnvancore-Cocbin ;.3州

にある Iヘ1blicOpinion R缶earchUnit lとよる而接によ
って得られた調在結果をまとめたものである。この調査

の目的はインドの人びとの政治的，経済的，社会的｜問題

に対する考え方を切らかにするニとであり，カレントな

H:J］越をとりあげて別査している。また195H年以降はイン

ド市場調査会k共同lしてiJ";.4 llil，全インドの政治的，経

前的，社会的問題に関する調査令するようになった。こ

の調査の技術や央施については間際世論調査研究所辿合

に負うところが多い。この［述合JはアメリブJil!:論調査
研究所のGeorgeGallupt•Q.土に指諒されている。

以上3植の雑誌のろち i¥1onlhly Pub{ic Opinion 

Sun1eysについてその内容を制介したい。

．，．ド’J 
品川 組

インド｜止論説tf:f.研究所の発刊する lvlonthlyPublic 

Ophiio11 Surveysは1955年8月以来 1961年12月まで通

巻75号をIiiすに至っている。これらの雑誌を内容によっ

て大きく分けると，次の3つに分けられる。

1. i昔前に関する飼査
2. 社会問題に関する調t.f.
3. 政治問；前に関する調査

ここでは2と3を｜抜ふ 1 lこ合まれる雑誌記事について

附Wltこ解旭しょうど，思う。

I 経済に到する世論調査

(1) A study of urbun unemploym.cnt in ’l'nlVam:ore-

Cochin. MonthかPublicOj,inion Surveys, 1 (1), 
Aug. 1955, No. 1 ． 
（イ） サンプJレ：，fravuncore

1Hの1百・.mTri、，anclrumを合む7つの主京：な日IJから」tれぞ
れ250～300 世；1；~－r叫つI756f止千i;:. I万0900人を対象にして

いる。ここでいう世帯とは，同一家庭にすみ食生活をと

もにする家旗集団のことである。サンプルの所得構成は

年日ORs以下が19%,501～lOOORsが27%, 1001Rs以上

が54%で，平均11t持所得は 18GOR:s，平均家抜．教は6.23

人，したがって 1人当たり年問所得は299Rsである。

（吋 WM査：この目的はTra.vnncore-Cochin fHの所得構

造，失業状態を調査し，州の経済状態な明らかにするこ

とである。紡泉は12の去にまとめられている。これらの

去によるとこの州では10111:m：こ．とに平均15人の球何者，

2人の収入なも勺た扶持家族， 45人の扶ii家族がおり，
l 人の収入で 3人の.J=~詩家政を長っていることがわか

る。 15才以上の人についてみると40%が獄何者， 55%が
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扶詩家族であるoこの55%の扶溢家族のうち臓をさがし

ている人は非常に少なく，その却%〈全体の11%）にす

ぎない。しかしこれら11%の失業者の3分の 2は15～24

才の若い人びとであり， しかも以）%は教育をうけた人で

あることは， Trnvancore-Cochin州における失業問題の

深刻さを示しているといえよう。1止後に失業者について，

他の州で働くことに対する立見守みると，その37%だけ

が州を「Hて他の州で働きたいとのベ， 63%は州内での就

職を希望している。

(2) 日ea持urcmentof Jnclim1 povcrly: the :;lructure 
of expenditure in W悶 tBengal in rclntion to poverty 

and comfort; n study of comforl in Delhi and New 

Delhi. Monthly Public Oρinion Sm・veys, 1 (2), Sept. 

1955, no. 2. 

(A) The structurn of CXiJCmditure in West Bengal 

in relatiηn to poverty ,md comfort. 

（イ） サンプル： 1500人がWestBengalからラングムに

11hlHされており，そのうも79Ci人は・都市から， 2<H人はEl
村から， 500人は Calcuttaiiiからの~lilllである。これら

のサンプルは」，，：常l二郎iiiにかたよっているが， JとのH(t:J 

は以前ここの州政府によってなされた同級な調査と比較

するためであり，また？JIBJとして取りあげた前品の大部
分はJ!!色村であまりまれられていないものだからである。サ

ンプル人口の所得挑成は}=J101～200Rsが'12%を市め， 1

～lOORsは20%，したがって62%が低所得mである。
（吋調五：この目的は WestIlcngal州のft附を示す

指際会明らかにすることでありs またインド人が家具調

度額に支出する所得の割合やH問の j員｛~線をどこに引
き，それをJ.fiJUJ問にどれくらい引き上げられるかに｜到す

るllJJ胤の解決策をさぐることにあった。淵売は次の4つ
に分けられる0.

( i) 所得防成日IJ家肱の平均剥蚊：数

( iり．自動車，白紙jfr，三的＊，ラ Uオなと．の所有につ

いて

(iii) 米，公，！£，砂担li，駈などの食tl.ilr'i1~のil\ij'(:li＼：につ

し、て

(iv) 食組， l短記Un’t，化M:M1, 文）；j,..n..,, 光熱などへの
文／.l！について

こオしらの調査*r-i:!Rからみる左インドの釘闘がかなりき

びしいものであることがわかる。すなわち標本の60%強

の人が間風機をもっておらず，月収 1～lOORsの人〈却%〉

に至っては， 0.5'1%が所布しているにすぎない。また食

脳品についてみると，月収1～lOORsの人で l人当たり

魚の消~'i:fil:は極めて少なく，平均月 1 阿以下，卵の泊四
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:hl：は年！日J6倒にすぎないのである。一方向所得同はかな

り生活も泣かであり，扇風機の所有も ~1<）%にのぼってい

る。しかし月収200Rs以下の人が60%以上を占めている
インドの WestBengal郊では人びとの充足（corn!orl）水

坤斗ままだ非常に低いといえよう。

(H) A study of comfort in Delhi an<l New Delhi. 

引）サンプル：総歓238人を抽出しているがWestBen-

gal州と同様ほとんど都市からの抽出である。所得榔成

は月収l～lOORsが'13%, 101～却ORsが30%, したがっ

て低所得間がno/oを占めており， WestBengal升！の62%
よりも思iぃ。

（ロ）．肉質： IJ的は（A）と同械で，同じ関査；哀をfl!JHし

ている。調査結果fj:,8つの去にまとめられているが．一

般的傾向としてWestBengal州とほぼ同じ-c:、あるといえ
る。

(3) Report on urban middle class consumption in 

the Slate of Travancorc-Cochin. Monthlyρublic 

o/>inion幻，，rvcys,I (3), Oct. 1955, no. 3. 

（イ） サンプル： 1首都を含む6つの都市からほぼ<150I止

，；！？ずつ， t汁2700［ι月初：thlHされている。これらのうち戸ド
以JORs以下の所得の人が38%.501～lOOOH.i;が34%であ

り，年lOOORsC月82Rs〕以下が72%も占めている。

（ロ） 制査：この目的はTravancore-Cochin:HIの都市に

｛ごとむ下級中産階級が国内il~1'!J!J.-へ支Hiする；！日l合なしらべ

ることである。設しさと失業のため，この州の下a椛中序：

階級はしだいにその政治的圧力合強めてきた。そこでこ

の11才産階紐についての誹軒！な研究の必要性が／JIてさたの

である。洞古結果は4つの去に示されている。

( i ）年1m所得分布
C ii) 1 I山！＼：当たり ~I：＿計伐の増加串

(iii）食料，医療品，化粧品， クパつなどの汗！1'iMへ

の需主！と年間5佐賀支出額
(iv) 容惨品の所有状態

収入が附加するにつれての1世帯当たり消抗支山般の！＼＂｝

加率は， 7¥-jfiJltの種類によって非常にぬなっているが，

一般に玩具，家具調度品のJ¥]JJn率が厄もi¥'.tjく，食哲1l品が

それにつづいている。一方 Calcutta市， Delhi・rliの調1f.

（第2｛；－）と比較してみるιCalcutta市では収入の刷

加が食品:tiri，の増大をもたらし化粧品，電気への消伐の

j竹大をひき・おこしている。これらのことから，インドに

おいては前伐の型は所得の大きさによるよりも，むしろ

J:！包 J岐に J：って非＇ii~に見なっているといえる。したがって

インド全体の消伐の型を見Illすためには多くのj也械の訓
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査を必要とするといえるであろう。

(4) India’S middle class: the nature and impact of 
economic discontents in the Stale of ¥Vest Dcngal; 

a study of the economic and political discontents in 

tbe middle class白 of Delhi and New Delhi. 

Monthly Public Oρillion Surveys 1 ,(1), Dec. 1955, 
no. 5. 

(A) The nature and impact of economic dis・ 

contents in the state of West Bengal. 

が） サンプル： WestBengal州の段村地拙から760人，

Calcutta市から229人，；H989人がfllr/11されている。すべ

て月 101～'100Rsまでの所得即に服している。

（ロ） 訓査：この調査の目的はインドの中産階級のうち

にある経済的不満の大きさをしらべることであり，さら

に経済的不満が政治的意見にどのように反映しているか

令切らかにすることであるc

調査結果によるとW白tB印刷l州の経済的不満はヨlc'li~

に広範聞にわたってお！J.,Calcutta 1ffでは65%，出村地

域では70%が現実の経済的条件に不満をもっている。不

満を表明寸る人の職業椛成は，小－組供情主，宗教閃係の

人が多くJ:k村部では岱民と中1-a階級の）ti低線にあるよう

な小：lニ地所有者が多くなっている。それではζのような
経許的不満は政治的立見にどのように反映しているのだ

ろうか？ 一般に経済的不満は政治的立見を尖鋭｛じし，

それがインドにおける1'1'i.命を推進してゆくと考えられて

きたし， したがってまた WestBengal 州の共産党の中

核は教Ti'をうけた中産隅級であると倍ぜられてきた。し
かし調査結果によると，かれらの政治的立見n.非常に保
守的であり，政党支持も会i：抑制t最も多く，共庇党支持

はCalcuttarliで7.4%，出村地；：1；：で5.8%，人民社会党支

持はそれぞれ1.3%,0.7%であるにすぎない。これらの

ことは中産階級が政治的進歩政党の中核をなすというこ

とは誤りであり，か；礼らは1J：会の怠．激な変化よりも自己
の勢力帝

う。共底党を支J守する人の訓合は，学生，学者，教師！な

どのクソレープでは多くなっており， また失5住者・や生活水

棋の低い人・び止の問でもかなり正：iくなっていることはtl:

．目すべきことであろう。

(I主） A study of the economic uncl political dis-

conlenLc; in the middle class目。iDelhi and New 

Delhi. 

的 サンプル： W/~31f.対象者が中産階級だけのため回目木

数は少なく 138人でそのうち知人はあ1｝人である。

（吋湖査：（A）と同様政府に対すゐ態度を調査する

と， 47%が不信の念をもっており， しかもそれらの人び

料竺·~’Z竺笠’竺

とのうち52%が会議派を支持し，インド共産党や人民社

会党を支持する人はそれぞれu.1%, 10.8%にすぎない。

したがって Delhi,New DelhirliもWestBengal mと同
様その~1-•J!t階級の政治的態度は一般に保守的であるとい

えるであろう。中産階級の経済的不満はDelhi市の方が

広範聞にわたってもたれており（68%），その理由は（j) 

失業，（ii）生活水w1の低いこと，（iii）経済的改者のなまぬ

るさなどが主要なものとしてあげられている。中産階級

に応ずる失業者の政治的立見をみると閃%強が政府の経

済政筑に強い不純物もっており，不尚；をもっ人の幻.5%

が人民社会党を， 17.6%がインド共産党を支持し，会議

」j売合支持する人は41%1・こすぎない。これは失業問題が人
びとの政治的芯：見に大きいtiHを与えることを示すもの
である。

(5) Housing in Travnncore-Cochin ; an urban study 

of housing condition in Travancore-Cochin. Mon・ 
fitly Public Opinion Surveys, l (5), Dec. 1955, No. 

5. 

付） サンプJレ； Travancorc-Cochin州の首都を合む5

つの部iiiからlt¥96似の家庭を選んでそこに住む人を調撚

対象としている。干れらの人びとのうち年間所得500R,c;

以下が~~：~%. 501～LαIORsの人が36%，したがって年1閃O

R”以下〈月以！Rs以下）の低所得ー者が69%を占め，家族数

は6人以上が37%を占めているq

（功調査：これは’l'ravnncore・Cochin州の都市の生

活水市を測定するためになされたものである。調査結果

によると 4人家族の64%,G人以上の家族の54%が500平

プJフィート〈約14坪）の広さしかない家屋に住んでおり，

水は40%が~，：戸を， 4'1%が公衆水道ー（public tap）を利用

しており，家の中に水道がひかれているのは6%にすぎ

ないο 全家原の62%が1925年1JiHこ建てられた古いもの

で， 1950年以降．に建てられた家屋は11%だけである。家

陸の:ill設はl!l25～45年までの間減少傾向をたどり， 1945

年以降，とくに独立達成後は急速に羽大を続けている。

！日！｛首・りをしている家肱は少なく：；0%に－t宮ない。家白は
HG～101｛討の悶が放も多いが， IBJ借りをしている人の56

';oO）人はそれを尚すぎると考えている。一般に家脱が決

すきrることはないといえるL，生活条件も他の州よりは

良いとはいえ，まだ十分な状態ではないといえる。

(6) Unemployment in Calcutti.1; study o｛じnemploy・

ment in the city of Cnlcutt.i. Monthly Public Opinion 
Surveys, 1 (6), Jan. 1956, No. 6. 

(1) サンプル： Calcuttaiiiから250世：初， 1m犯人をラ

ングムに抗hfHしている。 1685人のうち77.7%は1止f世主と
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直接関係ある人（2親等以内〉で，主Qりの22.3%はそれ

以外の人からなる0 f｛本にはすべての階／1'1が含まれてい
るが中産階級（月以)1～400弘の収入〉が最も多く 71% 

を占める。

（ロ） 調査；この調査はCalculta・r1jの失業者数，をの分

布状態を調ベ，道雄氏（1ミc£ugee）の失業者が都市の失業

問題に対して来たす役11~. さらに失業がどの程度まで都

市の消＇.l!l.水叩をおし下げるかということを知るためにな
されたものである。調査結果によると， Calcutta市の失

業者数はかなり多く，全サンプルのうち141/...,8.4%（市

全体では21万4116人〉を占めている。そのうち避難民の

失業者が42人， 2.5%(;/j全体では6万2725人〉で，失、

栄者の30%近くを占めている。このように失業者が多い

にもかかわらず職をさがしている人は少なし全体の2.8

%, 7万1372人にすぎない。職をさがしている人の42%

は避雄氏の失業者で，このことがCalcultarliの失業問題

を惚雑にしているといえる。

失業者の所得fl育成を調べると， 中産階級（月収 101～

400Rs）が全体の 60%を占めており，教育水餅で分ける

と初等教育だけの人が65%で， 92%が教育をうけた人で

ある。これらのことから次のことが結論づけられてい

る。すなわも（i} Calcutta市の失業問題は結局避難民と

中流階級の＇.llJ辺jであり，したがってこれらの人びとに対

するird用計四が必要である。（ii)Calcuttu iiiの失設問題

の解決は一・般にいわれているような工業により失業を吸

収するという1肢をとるだけではなく，必要なのは教育の

ある人の失業をなくすための計珂であり， U~2 次産業よ

りも第3次産業tこ・おける雇用の.iW大なのである。

(7〕 Themeasurement of attitudes to the privalc 

and public sectors and the socialistic pattern of 

society: the measurement of attitudes to privnte 

business and socialistic pattern of society; We弓t

Bengal survey, Travancore-Cochin survey, Delhi 

survey. Monthlyρublic oρmimz survりあ 1{10-1勾，
May】July1956，ドo.10~12. 

｛イ） サンプル：この調査は1960年5月～7月の3カ月

にわたってなされた2つの問先な含んでいる。その lつ

は社会主義型社会に郎す・るもので，モれには108(i人が合

まれ，そのうち552人はCalcutta市から， ？,34人はDelhi

市から， 300人は Travancore,Cochin州から抽出された

ものである。もう 1つの調査は私企読に関するもので，

それには1665人が含まれ，そのうち700人は CalcuttaT(j 

から， 600人は WestBengal州の都市から， 200人は

West Bengal 1tlの決村から， 165人は Delhiiiiから品h魚
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したものである。 m2の調査にはTravanore-Cochin.州

が合まれていないが，第1の調査の中に若干合めて調在

している。

（吟前五：（i）社会主義的社会にl刻するもの一一独立

述成いらいインドはいち早く 5カ年号｜・聞におf乎し，卸2

次 5 プJ年号｜・闘で~t 7社会主義型社会の建設」ということ

がいわれてきた。インドの人びとはこの社会主論型社会

をどのようにうけとっているのだろうか。この社会の内

絡について質問してみると「わからない．｜という答えが

最も多く，特に Calcutta了Ii,Delhi市で多くなっている。

また（吋この社会では，政府はすべての既存のまた新し

い工場，企業を所有し経営すベさであると考える人は

Trnvaocorc-Cochin州で76.7%を占め， Delhi市では

23.5%, Cnlcutta市では25.3%である。（ω政府の所有，
経常は鋭行・保険会社にも及ぶべきであると考えている

人はそれぞれ81.7%，却.3%,40.2%となっているo(c) 

![I・小売業もまた同有化されるべきと考える人はそれぞ

れ49.7%,21.4%, 27.5%である。

さらに1956年に出された Ava<li官：i?(ti, 1）についての
知識を調べると，ほとんどの人がそれを知らず，その比

率は Delhi市で82%,Calcutta市で26.9%となってお

り，しかもこの立百・について知っている人の3分の1は

この1T.宮に関心がなく， 41iに関心もって雑誌，政府刊行

物などからこの官、吉・についての内容をつかんでいる人は

5分の lにすぎない。社会主義型社会に対する許・価を調

べると， Calcutta市では17.1%が現実的な政策と考え，

14.3%は大肌なもの， 21.1%は急進的であると考えてい

る。 （この比率は Travancore-Coch in州ではそれぞれ

33.6%, 30.7%, 10.3%である〉，

以上のニとから次のことカtいえる。 (n) 1‘ravanc:ore ． 

Cochin市では Delhi市や Calcu

に人びとの考え方は進:Jj；的で社会主義的考．え方が羽iI,、。

（尚インドの郁市に｛主む人の大部分は干l：会主義型社会？こつ

いて閃心をもち，；u際にそれを望んでいるのだという主
張は Trnvuncore・Cochin州を除くと，一般的妥当性を

もたない。｛c）社会主義型社会についてのイメージはイン

ド政府や会議派の人びとの考えているものと一般の人び

との考・えているものとの聞に大きい：≪：I逃があり，一般の

人びとのイメージの方がより進歩的である。

社会主義型社会を作るに必要な資金を税金撤収でまか

なおうとするニとには反対の人が多く，必要思と考える

人は比較的少ない。

私企業と公企5誌のH!I%についての考え方をみると， u.
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企業の将米に対しては多くの人は悲観的であり，また官、

企業に経済力を集中するニとには反対する人が多い。し

かし逆に公企業；が純情力合すべて集1J:1すおニとにも反対

者は多く，基礎産梁rm，”jにおいては拡企業と公：企業の共
存をのぞむ人の：出合が多くなっている。これらのζ とは

公企業を企而的に支持する意見は非常にi眠られているこ

とを示すものといえよう。玖企業を大規模企業と小規般

企楽に分けて制査すると，より安い商品をつくり胤mの
対！？大をもたらすという立！”とで大企業がよいと考える人は

Calcutta i1iで45.3%を占めているがDelhi市ではむしろ

否定的で， Travancore-Cochin1-tlではどちらと4）いえな

いと答える人がl誌も多くなっている。

(iり私企業に｜珂するf:J，＇.涜一一インドにおいて私企業へ

の反発をおこさせる提訴は，私企業の利11',!l:rJ，不当に高く，

しかも投機的性絡をもっているため，人びとの経t'f生前

を不安定にするということであるoそこで利潤はどのよ

うに利用されるべきかについての考え靖子調査すると，

Calcutta市では42.3%が経済発展を促進するために利用

きるべきであると答えているが， 33.3%は利潤そのもの

に反対している。またイン！とに特有の経営代理制度に対

して，中産階級の人はflitの階級の人よりそれへの反発が

強い。しかL労働者階級は一般に Iわからない」という

人が多く，経営代理1ml.[への敵nはあまり大きくない。
一方上流階級になるとむしろこの制度を擁護する人が多

くなっており，これらのことは経営代理制度の性格を示

しているといえるo

以上のこ止から，私企業については特にその利ill）の役

；怖や厚生の市iなどに関して不安をもっているけれと．も，

私企業を犠牧にして公企業部門事f拡大する必要性につい

てはあまり開立されていないことがわかる。

（注l) Avadiの’伝子；とは 1956&!!-Madras州の

Avadiにおいて開催された問民会議派の年次大会で採

択されたもので， 「社会主義1副社会」の辿訟を第百次
5カ年計画の主な目払＇！として定的た宵誌である。

(8) The measurement of incentives ; studies in 

Calcutta and Delhi of the attitudes to success and 

urges to work. Monthly Public Opinion Surveys, 
2 (1 ), Oct. 1956, No. 13. 

H)サンプル：調査は DelhiとCulcuLLa両市を対象に

しており， Delhi市からは225人が」lhl:::lされ，そのうちの

3分のlは都市労働者と店員，！残りの3分の2のうち大

部分は自営染者で， rn%が宗教関係に従事している。サ
ンプルの所得構成は，49%が月 l～lOORsの人，41%が月

101～350Rs, 700R.~ 以上は1.3% となっている0・ Calcutta

iiiでは728人がJ1hlllされ，そのう＇！） IG.5%が郁ih労働者・

とllfH, :u %がIヨ常梁7.-. 2ヨ.：1%が；j~教関係の人であ

る。所得H~成は 41.(1%が月 l～lOOlむの人， 4!>%n.月

101～3501し。したがっ・C350R民以下が90.時%を占める。

。コ） 調査：インドの労働者の特般は，安定性がすべて

・の職業において大きい役割を果たしているニとである。

そのため政府機関で働く人たちの労働条件は独立後密化

しているにもかかわらず安定的てーあることから，半数以

上の人が私企業で働くよりも政府機関で働くことを希望

しているのである。立た仕事をかえる場合でι，新しい
仕事が今までの仕事と同じくらいの安定性のあることが

必要条件となっているイしたがってこのことがインドの

労働者の移動を妨げ，構造的失・業を多くする要素となっ

ている。

職業に対する関心についての捌査によると， Calcutta 

市では60%強が生活のための職業に興味を示し， 20%近

．くの人が不棋をもっていーる。自己の職業に興味をもって

いる人の理由は，仕事の内容が而白いこと，将来性がある

こと，安定していることなどであり，不満の理由は，上

役の人が惑いこと，将来性がないこと，などが多く， it

金が安いからという人は6.7%にすぎない。また興味を

もっている人の職業日IJ構成合みると， 2000Rs以上の企業

主，高級官吏，専門的職業に従事している人，技師など

は非常に自己の仕事に満足しており，収入別では収入の

高い人ほど仕事に関心合もつ人の比率が大き・くなってい

る。これらの結果は Delhir!iによってもほぼ同じといえ

る。

転肢に関する調査で、は22.8%の人が転職！とついて真剣

に考えており，と主どき考える人は20%である。これは

現在の仕事に不満をもっ人が20%にすぎないのに比して

大きくなっている。一般に所得の低い人，不安定な職業

の人の中に転職を考える率が高いといえる。転時の理由

はより多くの収入のためが， 30.4－%を占めている。また

公企業と私企業について，給与や労働条件が同じならば

50%の人が公企業を選びz.5%が私企換のうち大企業を選

んでおり，小企業を巡ぷ人は0.7%にすきPない。職業別

にみると 2000Rs以上の企業主， 日扱官吏，技師などは

ほとんどが大企業を選ぴ，都市労百蛸・，教師などは80%

が政府企誌を巡んでいる。

この調査の中で最も？面白くまた却2次5カ年計四にと

って重要なことの lつは，所得明大に対する人びとの態

｝廷である。所得の明大は，予想に反して投資能力を高め

ることは少ない。期加した所得の大部分は負債の返済，
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子供の教育的のための郁耐iiなどにあてられ，投資にあて

られる古I］｛＼＇はあまり多くない。職果別にみると労働者，

店R，教!'miなどは教育的にまたは-f:t/L1（に開力nn<J所fU・を利
用し，企業主はそれを投資にまわす；lfiJ合がi向くなってい

る。したがって企業への投資はほとんどその企業の所有

者によってなされ，これはかれらの小資本家になろうと

する欲望が強いことを示すといえようc

(9) Economic factors m the poll ; voters' opinion 

on their economic condition. Mo,:fhiy Public 

Opinion Suroeys, 2 (4-7), Jan.-Apr. 1957, No. IG-

19. 

Uイ） サンプJレ：全インドから抽出した2868人を対象Iと

している。そのうち59%は月 1～lOORsの所得の人びと

で， 18%が 101～200RRである。

（ロ） 調査：この調査は全インドの総選挙(1957:'rf-c1月）

の投票結果分析の一環としてなされ土ものである。調査

内容は1952年以降，の経済状態に閲するもので，その結果

は次の．とおりである。（i)1952年以来今日まで経済状態

は良くなったと答えている人は17.2%である。（ii)1952 

年より恕くなったと答えている人は36%で，（iii)42.7% 

はなんらの質的変化はないと容えている。これらの経済

的状態と政党支持の関係をみると，会議派支持のうち，

( i）のグループの人が25%,(ii）のクソレープが27%,(iii) 

のクツレープが45%を占めている。一方人民社会党支持に

ついてはそれぞれ 11%, 49 %. 40%の割合で支持をう

け，インド共産党は6.1%, 51%, 38.5%の割合で支持・

をうけている。陪周別にみると上流階級は （i）のグルー

プに属する人が多く45.6%を占める。一方労働者階級は

(ii）のグループが多く43.4%,(iii）のグルーすが41.6%で

ある。地域別にすると， （i）のクツレ｛プに属する人が全

インド平均 (17.2%）上り多い地域は， Andhra(27%), 

Panjab (26%), Madras (26%）であり，これらの地方

で会議派の得梨が非常に多かったのは決して偶然でない

ことがわかるであろう。

(10) An intensive study of the consumption 0£ 
sugar, gur and khandsari in the town of Shahclara; 

the measurement of urban sugar consumption. 

Monthly Public Opinion Surveys, 3 (4, 5), Jan.-Feb. 

1958, No. 28, 29. 

H) サンプル： Delhi市の近くにある Shadara市 (1

万5328世帯〉から13281止・:Irr,6243人を41h出している。こ
れらの世輔のうち工場製砂糖（factorysugar）を利用し

ているのは94.9%，粗粧（gur）を利用するのは30.5%,

khandsariの利用は7.8%で， gurと khanrlsariのみ：を

94 

利川ずるのは5.0%である。m得椛Ji止をみると，月 l～
100恥がらt.4%, IOI～175Rs t'J,29%を占め， したが勺て

月l75R日以下が全体の83.4%を市めている。

（吋調査： 1=1的は（i）柿｝誌の民なった砂粧の消1日.hl:を
調べ，（ii）過去3年間に梢践者の砂拙購坑；＠：がどのよう

に変化したかを知り，（iii）砂加のJfj途を明らかにするこ

とである。

まず砂現lf罪！1Vil：を所ft}.，との関係甘みると， 1 11):•:1；：の所

得が柄加する1-r.つれて砂掛消11tfLl.；も蛇行してj竹大してい

るが，それは比例的にではなし逓ifl的である。月 I～
175Risの所得問の人（83%）の消抗する砂加の量は全体

の72%で，そのうち80%が工場製砂加であるo一方向所

得府の人の消質する砂現！｛は93%までが工場製砂踏で占め

られている。したがって gurや khandsariは主止して

低所得用に市場を見山している。工場製砂制， gur, 

khandsari の相互関係についてみると，工場~砂Wtの消
1~は増加傾向にあり，他のものは減少傾向！とあるこどが

示されている。

これらの悶査は工場製砂駅， gur,khandsariの焼合関

係を示すと同時に，大都市に近隣し成長しつつある小部

市における前政の型を示すものとして興味あるものとい

えよう。

(ll) The outlook on foreign aid in 1958. Monthly 

JJublic Opinion Surveys, 3 (8), May 1958, No. 32. 

付） サンプル： Delhi, Calcutta, Bombay, Madras, 

Kanpur, Lucknow各市から無差別に793人のt1hlJIを行・な

っている。

（吋調査；質WJは3つに分けられる。（i）どの周がイ

ンドにおtも多く援功を与えていると思うか。（ii）揺助は

一定の固からうけた方が上いかまたは多くの固からの方

がよいか。・（iii）インドの経済IJ日発にとって都合のよい閏

はどこの同か。

( i）については34%がアメリカ， 19%がソ辿と答え，

イギリスは 1%，日本は0.5%である。 20～291:読の人の

24%，初等教育をうけた人の28%，月100～200Rsの人

の26%はソ連の怒助が最も多いと容えている。

(ii）については， すべての固からの経済援助を紋迎す

る人が非常に多く51%を占めているo一定の閏からの援

助を倣迎する人は26%である。これはインドの人びとが

世界の他のすべての闘と友好的関係を希望していること

を示すといえよう。

(iii）についてはアメリカを好む人が7.4%にすぎない

のに対じ，ソ迎を好む人は13.3%になっている。ソ巡援
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助を歓迎する人は学生府や主高！？に多く， 28.6%,27.5% 

を占め，また年lli白別にみると， m～2H肢の人は18.2%と

なっており，ソ述は若い人びとに人気があるといえよう。

(12) An all-India urbnn study of the domestic 

consumption of electricity in India. Mo11tluy Public 

Opinion Surveys, 4 (8), May 1959, No. 44. 

(1) サンプル：会インドの都市から1320人をれhit:。

（ロ） 利賀：この調査の日的は4つに分けられる。（ i) 

郁rli人口のうb屯気を使用している人のi則合を訓べるこ

と，（iりその問途に応じてどれだけ利用されているかを

みること，（iii)1956～58年までに支払った電気代につい
て調べること，（iv）配屯のために前町する附難について

調べることなどである。

（りについてサンプルの56.5%は屯気を利Jtlしている

が， 43.5%は利用していない。ニの未利用の人について

調査すると，文百の人は71.7%が，月 1～50応の所得

の人の88.9%が米利用である。 1U気の利用については所

得が段も大きい要紫であり，これは同所得になるにつれ

て未利用者が急激に減少していることからもいえること

であるo地峡ごとにみると屯気はBombay州が最も普及

しており，次いでUtterPradesh 川， Mysore州， West

Bengal州とつづいている。

(ii）について。屯気の用途は電灯用に利用されること

が最も多く，次いでアイロン，掛わかし，換気装li1，冷

蔵同lなどの.•rtになっている。

(iii）について。 1956年［こ電気を利用している人が支払

った氾気料金は，年20～50Rsの人が 17%でi此も多く，

51～75R,d;H2%, 76～lOOR且が8%を占めている。この
傾向は1957,58年も同じである。

(iv）について。屯気の未利用の人の中で，配氾上の閑

難・障害に直面したことのある人は91.3%を占めている。

これらのうちほぼ62%は経済上の事情・低所得のため生

ずるものではあるが， ？，是りの13.7%は土地所有者の反社

会的態度のため，また17%は配電困雌な地域であるとい

う地理的理由から電気を利用しえないと容えている。

以上の調査結果から次のこ止が明らかになる。（i）も

し所得が急激に附加しないならば，電気は不平等をより

大きくするであろう。なぜなら，高所得胞はより安楽な

生活を享受し，低所得問は電気利用lllfと同じ状態におか

れるからである。 (ii）電気の利用可能な都市を対象とし

ているのに， 4:l.5%もの多くの人がその未利用者である

ということ。そこでこれらの人びとが電気を利用できる

ようななんらかの政策が必要となってくるo第ltこ所得

のJi"'l；たを五！・り，低所得者に補助金をl.l'iしてffi気の利用な

促進すること。節2に屯気ひきこみを妨げているi也主を

統制することなどである。

(13) An :i¥1-lnclia survey of Lhe paltcrn of con・

sumption of rayon fabrics ; n study of new mass 

market. Monthly Public Opinion Surveys, 5 (1), Oct. 

1959, No. 49. 

(1') サンプル： Assum州を｜挽く全インドから 1コ12人
を抽出したものである。

（吋拘究：この調査目的はインドにおけるレーヨン約

四のパタ・『ンを明らかにすることである。レーヨンはイ

ンド市場にとって非常に新しい商品であるが，その生産

:li1：の急激な成長やj竹加する需要をみると，ンーヨンの最

近の消2せがかなり広筒聞にわたっていると予想されるの
である。したがってこの間存．は， lレ｛ヨンの消費される

縄問の犬きさを明らかにすることで、ある。制査結果は次

の4つにまとめられる。（i）現在インドの都市人口の4

分の l以下の人しかレーヨンを利用していないが，綿製

品に代わって，またはその制完的問吊として，レーヨンへ

の需要が急速に増大してきている。（ii）レ｛ヨンという

市町lはこれまで高額所持者の曹惨品として考えられてい

たが，この調査はレーヨンは脊｛多品ではなく，むしろ中

産潜扱の必需品化していることを示している。（iii）レー

ヨンに対する活要が最も大きいのは月 100～200.Rsの階
mの人びとであり， レ｛ヨンの全j排貨泣の2分のl以上
が200R符以下の階府の人びとで占められている0 (iv）こ

れらすべてのことは，政府およびレー芦ン生産省・がその

生産能力を大きくするために長期的政策をたてる必要の

あることを示している。そうすることによってのみ~!:.ft.ff

は年年期加するレーヨンへの切要に先がけて梢大しうる

のである

(14) An all-India survey of the consumption of 

fertilisers by progressive farmers present at the 

World Agriculture Fair. Monthly Public Oρinion 

Surveys, 5 (4), Jan. 1960, No. 52. 

(1) サンプル：悶査は1959年 Delhirh・で行なわれた国

際£；.占禁民示会（WorldAgriculture Fair）に出，脅した2方

人の中から 528人を抽出して実施されている。このサン

プルは数も少なく，またインドのCJ:民全体を代表するも
のとはいえない。しか L~梁・生産性を高－め股村社会の発

践を促進する本新的i，民を代表するものといえよう。
制調査：この調査は1959年12月から60年i月にかけ

てインド肥料蚕・員会の協力のもとに行なわれたもので，

インド品業におけるH巴料の利用状態， tlmの生産地を高
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めるために努7パ，ている股民が操たしている役i1[1］などを

淵流し，それらに~！~づいてインド出村川発のための政策

をおt巧tサ・ることを1,1的とすゐものであるの｝Jiず（：0）月巴料不u
m状態をみるとサンプルの87.~）ちらが利JTI しており，｝瓦i胤

［こ利用されている。一方これをf.#iif！抵のある地方とない地

方に分けてみると，間i阪のある地方は96.2%が肥料を利

用しているのに反し，ないj也方ではその利用率は77.8%

にすぎない。このことは消波が肥料合利用ナるためのm
要な条件であることを示すものである。問料を利用する

人についてさらに細かい調売をすろ九教育現皮の高い

埋また所得の多いれ肥料の利用率も向くなっている。し

かしある程度の教育（初等教育〉をこえると利JU率の誌

はほとんどなく，間m:の教育を必要とするとはいえない。
また肥料の利用串を高める要素としては，肥料の利用法，

混合肥料の作り方， t!t機Jもの使い方などを教える知WIの
民業長成コースがあげられる。一方肥料を使っていない

人にその迎巾をたずねるξ，（i）仰格が高すきfるためと

いうのがlfi.5%で最も多く， (ii) l-1'11瓶投備がないためと

いうのが13.8%を占めている。肥料の利用効果が少ない

ためという人はほとんどなく．一般に肥料の効果は向く

評価されているが諸般の・！M百のため利用でさない状態に
あるといえるであろう。 H巴料を使っている土地の手：J：＿鹿町

について調査．ずると，米安fflではイン；ご平均生産高の約

3倍，砂拙キピは2｛音，帯iriEにおいては6併にもなって

いる。それゆえ「肥料革命がインドの近代化を推進する

良業中：命の先駆者である」といってもよいであろう。し

かし化学工諜のまだあまり発民していないインドにおい

ては，／iC',料はその：f~：においても質においても制限があり，

問内の供給はその伍：要を満たすζとができず，また地n
に合った配合の肥料を生産することもむずかしい現状で

ある。

ところで民民はl肥料を買う代金をなんで調述している

のであるうか。辺氏の48.7%は手持の現金でそれをまか

ない， 28.9%は各事J[協同組合をとおし， 17%は政府借入

金を利用して民っている。政府借入金を利用する人は年

500～700R烏の所得の人にかたよっていること， 協同組

合の利用が比較的少ないことは今後の改普を必要とする

であろう。民民は支た肥料の町分方法にも不満ーをもって

おり，その主llr!1としてサーピスが思いこと，肥料を容易ー

に入手しえないことなどをあげている。

以上の調査結果に基づき， j~正梁の発展に関する次のよ

うな政策が提示きれている。

(i）質量ともに充分な肥料の生産のための諸政策をた
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てること。

(ii）充分な出ire{設附会することu

(iii）補助金やfi:tJlH!;I]）立の拡充なはかり，肥料の配分ブj

法セ改1f.干して出向が入手しやすいようにすること。

(iv）池自によく合った肥料の利用を奨励することoそ

のためには充分な地質調査を行なうこと。

肥料政筑はイン）：＇の 5カ年i-1・珂の不可欠の部分であり

そのm:要性は非常に大ぎい。したがってインドの）；告業生
産性の怠述な向よは，肥料の利用－＇~£:Ji業機減｛ヒなどをと

おして生産性向上に努力している「革新的投民Jに依存

すると同時に，イン 1εの開発計耐を純逃する指zr.gz；－：こも

依存しているのである。

(15) An all-India survey of the impact of the 

community development program on progressive 

farmers present at the World Agriculture Fair. 

Monthly Public Opinion Surveys, 5 (5, 6), Feb. 1960, 

No. 53, 5'1. 

μ） サンプル：調査は帥と同様， i詞際民業展示会を訪
れた人びとの中から500人を巡んて’行なわれている。所

得構成は月収1～lOORsが2D.n%, 101～；200R誌が23.4

%. 201～300Rsが 17%で，教育幸子受けた人が96.t1%,:'i:-

占めている。

（吋調査：この間査はインド世論調礎研夜所が政府の

社会開発省（CommunityDevelopment Ministry）から

の依頼により実施したもので，その日的は政府の社会開

発計四（CommunityDevelopment Proj巳ct）が民民，抗、

にが：新的C!k民にどのような脳神を与えているか，またこ

の計画と写！突の問にはどれくらいのギャッブがあるかな

どを羽らかIとするためになされたものであるo

対象者・の社会開発計四に対する考え方を調1-f.すると．

24.6%がそれを教育，術＇－ I＝.設備，道路11!設などにより県
民の生前水準を高めるものと考えており，民業技術の改

善をするものと考える人は12.6%にすぎない。また社会

1m発計酒の内容の中で農民に最も歓迎されるものは道路

建設で34.8%がそれを希望している。これ！と次いで初級

学伎の建設があげられ，さらに22%の人びとが図書館p

情報センターの設立を希望しているD これは進歩的民民

が近代的な考え方を取り入れ， £:Ji村社会の進歩発展含強

く希ー型していることを示しているものと考えられる。

社会開発計l珂が:.!fミたした成果についてどのようなfl;p.価

がなされているのだろうか。サンプルの問.8%はその成

果に満足し，高くi背・価しているが， 35.4%は不闘をもっ

ている。その理由は（ j ）地方政府機関が積極的に参加し

ていないこと， (ii）農村の人びとからの協力が少なかっ
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たことなどである。不満－もつ人は35.'1%であるがこれら

の計阿によって自分たちの経済的条件が怒化したと考え

る人は少なく 2.'l%で，大部分の人はよくなったと考え

ている。

農村工業に従事する人は16.4%にすぎずその大部分は

紡訟であるが，政村工誕の将米性にWH~H』る人が多く，

それらの人々のうち41.4%は信用貸付や資本援助の形で

阿家からの担・ii山を希望．し， 25%が技術lt成や技術援助を
望んでいる。しかしかれらの関心の中心はやはり民業で

あり，これはかれらの2分の l以上がなんらかの形で出

梁の耕胃会に！H席し，近代的民機具を利用し，！肥料を利

用していることからも明らかである。

故後に凶際民業展示会について質問しているがそれに

よると，このM示会は必まりに大規模で全部見た人は少

ないがそれが人に与える桜稗力はかなり大きくGO%以上

の人がニの炭示会から新しいことを学んでいる L.,72% 

は展示会ののち自分の耕作方法を変えてmしい方法ぜそと
り入れようと考えている。変革されるもののうち主なも

のは（j ）土地IJH型の刀法，（ii）極まき法.(iii）政機Jt

(iv）口本民業長術の部入などである。

i!!!村経済において政栄が最も I＠~である以上，その発

展が£ミ村におけるすべての尭肢の中心である。したがっ

て出村における社会開発計阿を過して良村に新しい考え

方，技術などが涯透してゆくならば，政村の社会経済的

改郁が実現される日も迫・くはないであろう。そしてこの

変革過患に~業展示会の果たす役割はかなり大きく，さ

らに都市住民・や民業政策に関与する人びとが民民をよく

型解し，~村の現実をよく直視し，その指郡寺町・のいうこ

とをよく聞くニとは，£告村の変革過程を発j艮さ4七．した

がってインド全体の進1長女促進するためにm硬なことで
あるといえよう。

(16) An all-Indin survey of rural unemployment. 

Mo11tlzly 1初blic0.ρinion Su仰のis,5 (7), Apr. 19GO, 
No. 55. 

(,(} サンプル：全インドから184,J人の世帯主だけを抽

出している0・111：帯主だけを選んだのは失業の特徴を明ら

かにするためであり，したがってインド全体安代表する

サンプルとはいえない。

納調査：£生村の失業調査は1953～5,111:c.にインド統計
研究所が行なった Nationa! Sample Survey に詳細に

のべられているが，ここでは失－柴のE：的側商ではなく，
質的側配に危点をtrtいて調査を実施している。この調査
結果によると失業者の比串は11.3%であるがそのうち教

宵をうけた人の失業者が多く，文，j'のそれの約2倍以上

になっている。また失業していたwmuを調貧すると，不
明なものを除いてδ年以上の人が最も多い。このことは

対象者が m:;:1~主であることをも考えると．失業問題が深

刻lなllll也jであることを示しているといえよう。

失業者についてさらに｜当分の仕事をさがすために何を

すべきかを！日！いてみると， 74%は「わからない．！と答え

ており，さらに73.fi%の人は「l開梁のがf介や就栄機会を

作るために政府がなんらかの段助をすべきであるかj}-:, 

いう灯聞にも「わからない」と容えている。これらのこ

とは一般に「失業rm胞に関しては政府に援助をJUJ持でき
ないJと思われていることを示すものである。就職のた

め県なった土地に行くこと金希望する人は比較的少な

し失染者の11%にすぎない。これはインドの労働力移

動性が非常に小さいことを示している。

(17) A first all-India survey of rural incomes,. 

assets, and expenditure, 1959. Montl?IY Public 

Opinion S,m,eys, 5 (9, 10, 11), June Aug. 目的，

No. 57-59. 

付） サンプル：令インド山村から18441止：：＼子を ~1\t出して

いる。家政全長~の年l出支HI~について部H:.E脅するため世

借主のみを対象としている。したがって平均年齢は正；i

く， 36～55訟の年齢MがfiJ:も多い。文古の比率も向く47

%を占めている。対象者の所得構成は85%が1ii!・帯当た

り月200R勾以下の用で， t!k村の 1人当たり所得は都市平

均よりかなり低い。

｛吋調査：この調或はミシガン大学の調盗センターが

アメり力の述邦準価i銀行制度決胞以来毎年実施してきた

消抗者融資に附する－副主f.}j法と同じ方法でなされたもの

である。調査目的は良村における所得格差・所得構成，

所得変動を部く問要務，などに閲する鵠本的資料をうる

ことであり，さらに所得の変化に応じた消!J.日趨勢， l防部

や耐久消費財への需要の励きなどを明らかにし， ill色村の
経済状態がどのように変化してゆ〈かを予測することで

ある。この調査は以上の目的すべて所満たすものではな

く，年々の趨勢の基準となるものであり，今後の調査に

より補足きれるべきものであるu

この調査の最も重要な点は1959年の所得分配に関する

調査結果である。一般に出村は土地の所有に限界がある

ため，その所得格差は小さし一方都市においては工業

やi商業が所得椛蓋を肱大しているk考えられてきた。し

かしこの調査結果によると，所得棉差は部会よりも出村

の方が大きいζ とが切らかである。独立達成後の大規模

な土地改革が突施されてから12年を経た今日において，
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なおこのような大きな所得格差のあることは鰐くべきこ

とである。それゆえ工換や商業に比ぺて低率におさえら

れてきた腿業所得税による民家保護資やめて， i山額所得

者に多くの税金を諜しfこり，また土地所有のi民向限度を

きめることによりこの杭撃を統制、する必裂があるといえ

よう。

インド i!1~村の経筒状態に関する具体的な質問は次の15

に分けられる。（i）個人的な耐久消1iJH・ （たとえばH何十，
ミシンなど〉に関するもの， (iり~りもの〈たとえば自

転車，自動車など）に関するもの，｛iii）統1!1,(iv）衣鎖．

牝，寝具・など，（v）医療品，かi）教育1t(viり＃；併や他の
社会的宗教的儀式に関する支出，（viiり葬式の~用，（ix)

訴訟負担，（x）住居およひ．他のill物の辿設， f長総，（xi）協
同組合の負依，郵便！貯金，銀行］Ji金，（xii）負仙の返済，

(xiii）投機，（文iv）保険，（x，・）貯務能）Jと1tr鴇11欲。

これら15項目に関してさらに詳細！な分析がなされてい
『

r.>o 

(18) Th色 changing structure of Indian cconpmic 

discontents; an all-Iri<lia comparntive study of 

complaints of shortag邸 infoodgrains, cloth, housing, 

education, employment nml travel, Jan. 1957-July 

1959. Monthly Public Opinion Surveys, 5 (12), Sept. 
1960, No. 60. 

(1) サンプル：この調査は19591F-7月に行なったもの

で1957年2月，インドの総選析のiti:後になされたものと

阿ピ内容であり，比較可能である。サンプル数は1957年，

1959年とも3000人の計画であるが， 1957年は2487人の回

答しかえられなかったため，この2'187人についての調査

結果である。サンプルの牛・帥，所得，教育水準などの構

成は，同年であまり見なっていない。

（ロ） 間査：この目的は（i) 1957年の総選挙と1962年実

施予定の次の総選挙の中聞における人びとの経済状態や

政治的立見をしらベ，その結果を1957年のそれと比依す

ることo (ii）インドの人びとがかれらの経済の不備を政

治的にどの程度反映させるか合調べ.1957と：959年を比

較することである。

まず生活水準について調査してみると，自分の生活水

舶に関するj切符ーが述成されていると考える人は， 57年の

37.9%から59年には 19.1%に減少し， しかも述成され

ないと思う人の比率はあまり変っていない。したがって

37.9%からl!-l.l%にまで減少した人びと（18.8%の人〉は

「わからない」というグJレρ プの比率を高めているのであ

る。このことは人びとが政府に対し期待なもたなくなっ

ていることを示すものであり，それは「迷成されない」
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と答えた人の中で明I~な理『tiをもっ・ていない人が57年の

41.5%から59年の70.7%にふえていることからもいえる

ζ となのである。また期待した生活水単に述しえなかっ

たことのi'H去について調査すると，政府・に：n任があると
考・える人は1959年になる左減少しており，ここでも「わ

からないJと答える人の割合が非常に増大しているωた

とえば食侃についてみると，その不足を政府の六任と考

える人は57年の43%から59年の37.7%に減少し，めから

ない人が35.8%から53.5%に羽大している。また教育tこ

ついてみても，それち？十分に受けさせられなかった立任

は政府が負うべきだと考える人は57年の36.7%から半減

して59年には19.6%になっている。教育に対する考え万

は地方により，また階級により典なっていることを考え

にいれても，この大きな減少はm要なことと思われる。
以よのことから次のように結論づけられている。（i ）経

済的不満は大きくなっているにもかかわらず，政府のi'(

任のi砲四は非常に抜くなってきている。（ii）このXJ：味で

会議派は経前的不満の結果として反対されたり．支持・を

失うことはないだろうし，少なくとも1957年から59年ま

でのあいだに会議派支持はむしろ別加していると予却し

うるのである。

(19). An all-India urban survey; urban attitude宅

towards life insurance; prize bonds-attitudes: 

present and future. MonthとvPublic Opinion 
Surveys, 6 (10), July 1961, No. 70. 
(A) Urban attitudes towards life insurance. 

（イ） サンプル：インドの全都市から1500人を抽出して

いる。対象者の所得構成は月 1～lOORsが27%. 101～ 

200Rsが29A%‘したがって：WORI',以下の低所得附が
56.4%を占める。

（ロ） 調査：目的は（i）インドのどの周が生命保険を最

上のJtj！諮手段と考えているかを明らかにすること。(iり生

命保険加入を妨げている志のは何かをみいだすニと，で

ある。この生命保険加入は所得の大きさと非常に関係深

く， 尚額所何者〈月501～600Rsの収入〉では68.1%が

加入している。この割合は所得の減少につれて比例的に

減少し月101～200Rsでは32%，月 l～lOORsでは10.6%

にすぎない。また教育水準別にみると，大学卒以上の人

の63.2%が保険加入しており，文百のJJII入率は7.6%と

なっている。したがって生命保険加入を促進するために

は，所得の治大をはかることがもっξも重要なことであ

るといえる。

生命保険はインドにおいて｜劃有化されたが，それによ

ってサーピスが良くなったか脊かについては，良くなっ
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たと答えた人が35.5%，思くなったと答えた人は 13.'1

%, 19.7%が不変と答えている。これは保険業の国有化

はほぼ人びとからうけいれられているこ ＞：.＇｛＇（示すもので

あるc

(B) Prize bonds-attitudes: Present and future. 

（イ） サンプル： AとlnJl.:o 

（吋調官：政府の Prir.cbonds ~"-I"悶について知ってい

る人は3分の2で，それをnった人は3分の lであゐ白
日制所何者，教育水i悼の向い人に口う人が多く．宗教別

にすると，田教徒がもっとも関心少なく，キリスト教徒，

シ戸ク教徒がjl.;:jい関心を示している。 Prizebonds会rI

う金は，余裕の金，前月給料の残り，銀行~＂：，郵使貯金な

どからまかなっている。したがゥてこの日｜・聞がなんらか

の形で貯帯をJ目しうるかどうか疑問であり，そ礼者r目的
とするこの計画は述成されそうもないようである。との

Prize boni:Isは今後どのようになっていくだろうか？

まだ買ったことのない人にHうな志を，目1うと， 58%がn
定t,..39%は否定じている。

{20) Opinions on television; a study in Bombay, 

Calcutta, Madras and Delhi. Monthly Public Opi-

nion Srt刊 cys,6 (10), July 1961, No. 70. 

μ） サンプル： Bombay,Calcutta, Madrns, Delhi各

市のラジオ聴取者のリストからそれぞれ171人， 85人，

加入， 87人，計.'12.~ 人がれhlH された。これらの人びとの

うち，文言7は 1.4%にすぎず，大子r:卒以上の人が37.6%
にも及んでいるoサンプルのうち， Dombayからの』lhIJ ¥ 

が多いのはこの地がラジオ押及率の向いためである。

制問査：テレピを欲しいという希望は Delhi, Cal-

cutta, Madrasなどで；｝l;n-1；：.向く， 91.切ら 83.7%,90.6 

%である。しかし Bombayでは43.2%で余り尚くない。

その理由として，高すきFること，子供に思い桜枠を与え

ることなどがあげられている。好まれる番組はドラマが

もっとも多く，インド舞踊，料音楽がそれに次いでいる。

とくに興味あることは教育需組への希望，また子供や婦

人に対する特別番組の希望が多いことである。

{21) Calcutta: a beleagured garrison; a picture of 

a heroic struggle with poverty, 1951-1959; an 

analysis of changing conditions of expenditure :md 

savings in the city of Calcutta, 1951-1959. Monilzly 

Public Opinion St'1'Vりs,6 (11, 12), Aug.-.Sept. 1961, 

No. 71, 72. 

的 サンプル：この調査は1958～59王fにかけてなされ

ており， Calcutta 市から7001止惜を~1hlll している。そのう

ら52.1%は月収200九以下， 35%は200～600it;である。

rJ,1:1立の日的が前1日l持i告や需要の謹i劫，今後の見通しをう

ることにあるため， Hl58～59年の l年間の調査結果のみ

でなく，過去 10年の推移なみる必要がある。そのため

West Bcnb~al の州統計局からだされた克つのレポート
(1951年とSG{f.）を利用している。 1951年のサンプルは，

Calcutta iiiを合行23のOIJから1374lff:：帯を抽出し， 56年の

それは160311!:{Wである。

制調査：この調査目的は 1958～59'if'-における Ca.I・

cultn iiiの？向山椛:if1iおよびJri＇若干構造を明らかにし，その将

来の見過しをとらえることにある。それは2部に分けら

れ，出1m｛は消伐に｜却するもので，（i）消灼水準の変化，
(ii) fi：，作所f，！］.に対する｛11IT栴の圧力，（iii）最低生活伐の変

化，（iv）不平等の型などに閲するものである。第2部は

Jtji部およびJti＇子容な欲に j刻するものである。

m1部……1951年から56年にかけての消i1l水司色合みる

と，食m支出は減少し，衣料・住出：－y~が刑大しているc

このことは51年から56'.rf~のあいだtこ生活水市は上外し，

伽栴は安定していたことを示している。しかし1956年か

ら59年ではまったく~·，1なっており，ニの｜間の食事~支出は
川大し，逆l'~耳元将・住居fc等は減少している。しかもこの
食続支111は合支出の58.48%にものぼっている(1956年に

は311%〕。これらのことは， 56年から 59年のあいだに価

格の上品がいちじるししまた人びとの生活水準はおし

さげ百れていることを示しているといえよう。最低生活

問についてみると，これは社会的経済的諸要素により大

きく変化するため明確には定めえないが，一応の誌司Eと

して1939年 Bombayの織緋労働組合委員会の作成した

最低生活授を採用した。それによると，夫卸左子供2人

という4人家践における最低生活問は 1956年月233R$,
]95~）年に280Rs である。 ζの悲砕をもと tr. して Calcutta

市を調査すると， 1955～56年には，サンプJレの90%がこの

最低生指針法耳目の下であり，その比率は1958～59年にお

いても同じであるo したがって貨幣所得は増加したかも

しれないがこの投低生活山政当11の下で生活する世帯の数

はこの5カ年間に少しも減少していないのである。さら

にまたローレンツ曲線（LorenzCurve）を色いてみると

明らかな上うに， Calcutta市の不平等は益々大きくなっ

ている。これらのことから，社会烹義型社会は，そのもっ

とも蛍嬰な部四において失敗しているkいうことができ

ょう。

加2部は貯帯に関する調査がなされ，訂i細な分析がな

さオ1ている。

（アジア経済研究所図市町料部・長田満江〉
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